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■2021/３期１Ｑ 業績総括

（スライド資料の通り）
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■連結 ＰＬ実績

当第１四半期連結累計期間（2020年４月１日～６月30日）は、減収減益となった。

連結売上高は、前年同期比59.2％の221億円となった。新型コロナウイルス感染拡大の影響に

より実店舗売上が低調に終わり、㈱UAおよび各子会社とも減収となった。

売上総利益率は前年同期から11.3ポイント低下し、43.4％となった。春夏商品の消化促進を目

的に値引販売が増加したこと等による。

販管費率は、前年同期から19.7ポイント増加し、66.0となった。実店舗の短時間営業や休業に

伴う賃借料の減、各種経費の低減等があったものの、オフィス家賃などの固定費が発生したこと

等が挙げられる。

以上の結果、営業損失は50億円、経常損失は49億円、四半期純損失は35億円となった。
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■単体 売上高実績 チャネル別

単体売上高は前年同期比60.0％、既存店売上高前期比は63.0％となった。

既存店売上高は小売が前年同期を大きく下回り、ネット通販が139.6％と伸長したものの、小売

＋ネット通販既存店売上高が前年同期を下回った。

ネット通販の売上構成比は48.5％と前年同期より27.7ポイントの大幅増、アウトレット等は実店

舗の休業に伴い11.8％と低下した。

既存店客数についても売上高と同様、小売が前年同期を大きく下回り、ネット通販が大幅増と

なったものの、小売＋ネット通販既存店実績は前年同期を下回った。
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■単体 売上高実績 事業別

第一事業本部、第二事業本部とも減収、小売＋ネット通販既存店売上高が前年同期を下回っ

た。
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■連結 売上総利益率実績

売上総利益率は、前年同期から11.3ポイント低下し、43.4％となった。

各事業の売上総利益率の増減等が連結売上総利益率に与えた影響は次の通り。

㈱UA ビジネスユニットによる影響はマイナス7.8ポイント。ビジネスユニット自体の売上総利益

率の前年同期差はマイナス10.9ポイント。春夏商品の消化促進を目的として値引販売が増加し

たこと等による。

㈱UA アウトレット等による影響はマイナス0.2ポイント。アウトレット等自体の売上総利益率前年

同期差はマイナス2.4ポイント。在庫消化促進を目的とした値引き販売の増による。

㈱UA その他原価による影響はマイナス3.1ポイント。在庫の増加および値引き販売の増加に伴

う商品評価損の増による。

その他、子会社動向等に伴う影響はマイナス0.1ポイント。一部の子会社で春夏商品の消化促

進を目的とした値引販売が増加したこと等による。
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■連結 販管費実績

販管費は、前年同期比84.3％、販管費率は前年同期から19.7ポイント増加の66.0％となった。

売上比における前年同期からの主な増減内容は次の通り。

宣伝販促費は(株)コーエンで減があったものの、 (株)UAにおいてネット通販関連の販促コスト

が増加し、対売上比率で上昇。

賃借料：実店舗の短時間営業および休業に伴う減があるものの、オフィス家賃等の固定費の発

生、ネット通販売上比率の増などにより対売上比率で上昇

その他：カード手数料等、各種経費の減によるもの。
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■連結 BS実績

連結総資産は前年同期末比105.1％、前期末比109.0％の762億円となった。

前年同期末との主な差異要因は以下の通り。

流動資産は前年同期末比105.9％の498億円となった。これは主に現預金の減、たな卸資産の

増によるもの。

固定資産は同103.5％の264億円となった。これは主に建物及び構築物の増、減価償却による

減、繰延税金資産の増によるもの。

流動負債は同123.0％の350億円となった。これは主に買掛金の減、短期借入金の増によるも

の。

固定負債は同104.0％の44億円となった。これは主に資産除去債務の増によるもの。

長短借入金の残高は同267.1％の187億円となった。

たな卸資産は同115.4％の312億円となった。実店舗の休業に伴い、春夏商品の在庫が増えた

ことが主な要因。
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■ 連結 ＣＦ実績

１Ｑ末の現金及び現金同等物は54億円となった。

営業キャッシュ・フローは113億円のキャッシュアウトとなった。キャッシュインの主な内訳は減価

償却費４億円、その他の流動資産の減４億円、キャッシュアウトの主な内訳は、たな卸資産の増

32億円である。

投資活動によるキャッシュ・フローは14億円のキャッシュアウトとなった。キャッシュアウトの主な

内訳は有形固定資産の取得11億円である。

財務活動によるキャッシュ・フローは125億円のキャッシュインとなった。キャッシュインの主な内

訳は短期借入金の増141億円であり、キャッシュアウトの主な内訳は配当金の支払15億円である

。
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■グループ合計 小売出退店 １Ｑ実績

１Ｑ実績：グループ合計での新規出店数：10、退店：２、１Q末店舗数：367。

通期についてはまだ流動的なため未定。

なお(株)ユナイテッドアローズの展開するエメル リファインズについては、今春夏シーズンで実

店舗、ネット通販店舗の営業を終了し、秋冬からはグリーンレーベル リラクシング内のオリジナ

ルレーベルとして継続展開する。
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■参考：㈱ＵＡ ストアブランド別 小売出退店実績

（説明は省略）
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■参考：グループ会社別 小売出退店実績 個別明細

（説明は省略）
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■グループ会社の進捗

（スライド資料の通り）
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■2021/３期 連結PL計画

これまで未定としていた2021年３月期通期連結業績予想、配当予想についてご説明する。

４月、５月は多くの実店舗が休業状態になったが、６月よりほぼ全店舗での営業を再開しており、
業績は段階的に回復しつつある。しかしながら感染拡大の懸念は今後も続くものと予想されるた
め、その消費への影響が拡大する恐れも踏まえ、現時点において入手可能な情報や予測等をも
とに、連結業績予想については売上高及び営業利益はレンジでの開示としている。

経常利益及び親会社株主に帰属する当期純利益及び１株当たり当期純利益については、現段
階において合理的に見積もることが困難なことから、未定とする。今後開示が可能になった時点
で速やかに公表する。なお、今度の感染拡大の影響や消費動向等により、実際の業績は大きく
異なる可能性がある。今回の予想について修正が必要となる場合は、速やかに開示する。

当社は株主価値の極大化を経営の重要課題として認識しており、持続的な成長拡大・業績の
向上を図ることで1株当たり利益の拡大を図るとともに、業績に連動した安定的な配当、株式分
割、自己株取得ならびに消却などの方策により、株主価値の極大化を図ることを基本方針として
いる。

しかしながら、今年度は新型コロナウイルス感染拡大の影響で非常に厳しい状況になることが
予想されるため、配当については見送らせていただく見通し。今後、収益やキャッシュフローが安
定した段階で、再度成長に向けた投資と株主還元のバランスをとった配当政策を取り、株主様価
値の向上を目指す。
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■参考： 新型コロナウイルス感染拡大の影響について

参考情報として、新型コロナウィルス感染拡大の単体業績への影響について、項目別にご説明する。

売上については、政府の緊急事態宣言を受け実店舗を一時休業しており、４月は稼働率が約26％、５月が約30％にと

どまったことが大きく影響している。単体売上の約37％を占める関東圏店舗の休業期間が長かったことの影響が大きい。

売上総利益率については、春夏商品の在庫消化を目的に４月末から段階的にセールを拡大したことで、レギュラー事

業のセール構成比が前年同期から約29ポイント増加し、大きくマイナスとなった。実店舗が休業した４月、５月のセール

拡大の影響が大きく、６月以降はそのマイナス影響は徐々に小さくなっている。秋冬は商品調達を抑制しており、マイナ

スは小さくなってくると見込む。

在庫については、早期にセールを開始したものの実店舗休業の影響をカバーすることができず、消化速度が低下。

2020年春夏商品の構成比が高く、７月～８月もセール販売で消化促進を図るが、消化できなかったものは来年度に持ち

越して、一部をレギュラー店舗で販売、残りをアウトレットにて販売する予定。

販管費については、先ほどのご説明の通り。賃借料については実店舗の短時間営業、休業などにより賃借料自体は

下がっているものの、オフィス等の固定家賃の発生、ネット通販売上の構成比が上がったことにより対売上比率が上昇。

人件費については、従業員は５月は一部手当の見直し等により10～15％程度の減、実店舗営業が再開した６月以降

はもとにもどしている。役員については５月からの報酬減を継続している。引き続き、残業の削減等で抑制していく方針。

第１四半期については全ての項目において実店舗を休業したことの影響が大きく出ているが、第２四半期からは段階

的に通常の営業状態に戻りつつある。しかしながら感染再拡大の懸念からお客様の慎重な購買行動は継続している。

ニューノーマルに向けたお客様の変化に迅速に対応して、業績の回復に努める。
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■Ⅱ．重点取組施策の進捗等
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■ネット通販の取り組み

コロナ禍で第１四半期の単体ネット通販売上は前年同期比140.2％と伸長。中でも自社ECは同172.2％となり、通販売

上に占める構成比も前年同期から6.2ポイント増の33.2％となった。これはコロナ禍で実店舗をご利用できなくなったハウ

スカード会員の方々が、自社ECを利用されたことによるもの。

コロナ禍の３月～６月における購買会員の動向を見ると、実店舗休業などにより購買会員数自体は前年を下回ったが、

自社ECを利用された会員の方は前年同期から約70％増となった。そのうち約60％の方が、これまで実店舗だけを利用さ

れていた方、または新規の会員、休眠会員の方々であり、実店舗の休業がそれらの方々に自社ECをご利用いただくきっ

かけになったと言える。当社では実店舗とネット通販を併用されるお客様を増やすことを目標の一つに掲げており、この

実績は今後のOMO施策において有効に機能するものと考えている。

加えて、SNSを活用した新たな取り組みを徐々に進めている。実店舗の休業により店頭以外でお客様とのつながりを維

持したい、自社ECの利便性を向上させたいという考えからスタートしたもので、店舗営業再開後も新たな接客サービスの

場を目指して継続している。

GLRでは、コミュニケーションアプリのLINEを活用し、自社ECの商品ページから問い合わせができる「LINE接客」を4月

下旬から開始。利用された方の数はまだ1500人と少ないものの、６月に実施したアンケートでは91％が接客に満足、

75％が利用後に購入意思表示があった。スタッフによる迅速、丁寧な対応が好評を得ており、自社ECで商品を購入する

際の安心感につながっている。店舗営業再開後は、自社ECでの買い上げ促進だけではなく店舗へのお取り置きへ誘導

するなど、オンラインとオフラインの連携も強化している。さらなる利用者獲得のため、LINEを使ったキャンペーンやアフ

ターケアなどサービスの充実を図りたい。

インスタグラムのライブ配信では、お客様の質問にリアルタイムでお答えしたり、固定スタッフの登場でより身近に感じ

ていただくなど、新たな接客サービスを目指して取り組み始めた。EC画面上では伝えきれない着回しやサイズ感などを

お伝えすることで、お買い物の不安を解消していきたい。今後は新たなライブコマースを準備、自社ECでのスムーズなお

買い物体験をサポートしていく。
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